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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期連結
累計期間

第63期
第１四半期連結

累計期間
第62期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

営業収益 (百万円) 56,864 54,332 229,806

経常利益 (百万円) 7,495 5,324 28,994

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(百万円) 7,391 2,899 19,476

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 7,069 4,030 15,106

純資産 (百万円) 229,918 215,712 216,837

総資産 (百万円) 3,772,042 3,687,768 3,752,049

１株当たり四半期（当期）純利益 (円)    

普通株式に係る１株当たり四半期
（当期）純利益

 4.26 1.69 10.55

第一回Ⅰ種優先株式に係る１株当
たり四半期（当期）純利益

 4.25 － 108.45

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益

(円) 4.26 1.69 10.55

自己資本比率 (％) 6.0 5.8 5.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第62期における普通株式に係る１株当たり当期純利益は、第一回Ｉ種優先株式の消却差額等を親会社株主に

帰属する当期純利益から控除し算出しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対する政府による行動制限の

緩和等により、消費活動に持ち直しの動きがみられましたが、ロシアのウクライナ侵攻による資源価格等の高

騰、米国金利の上昇や円安進行、また、足許では新型コロナウイルスの感染者数が急増するなど、先行き不透明

な状況が続いております。

 

このような状況のなか、当社は、長期目線で社会価値と企業価値の両立をめざす「サステナビリティ」を経営

の軸として、10年後のめざす姿・めざす社会を定め、そこから次の３年間をバックキャスティングし、2023年３

月期を初年度とする中期経営計画をスタートいたしました。

中期経営計画のスローガンとして「Transformation Now!“お客さま起点で価値を創造する新時代の金融サー

ビスグループへ”」を掲げ、従来型の信販モデルから発展的に脱却し、①デジタル②グリーン③オープンイノ

ベーションを切り口に、新時代の金融サービスグループへの変革（＝トランスフォーメーション）を通じて、お

客さま起点で価値を創造し、社会への貢献と企業価値の向上を実現してまいります。

また、2023年３月期につきましては、変革に向けてスタートする極めて重要な期として、重点的に注力する市

場を定め深耕するとともに、将来のオリコのビジネスの柱となるような新規事業を探索するという、難易度の高

い取組みに挑戦する期と位置付けております。

 

　当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、以下のとおりであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を従来の「決済・保証」「カード・融資」「個

品割賦」「銀行保証」の４事業から「海外」を加えた５事業に変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報　３．報告セグメントの変更等

に関する事項」に記載のとおりであります。

　また、前年同四半期比較につきましては、変更後の区分に基づいております。

 

営業収益につきましては、前年同期比25億円減少の543億円となりました。重点市場である決済・保証、海外

事業が伸長しましたが、個品割賦、銀行保証事業が前年を下回ったこと等により減収となりました。
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セグメントごとの事業収益及び経営成績は以下のとおりであります。

（参考）事業収益の事業別内訳

（単位：億円）

事業
前第１四半期

連結累計期間

当第１四半期

連結累計期間
前年同期比（％）

決済・保証 44 48 8.1

海外 11 22 104.1

カード・融資
（内、カードショッピング）

181
(134)

180
(135)

△0.9
(0.7)

個品割賦 198 165 △16.5

銀行保証 86 80 △6.4

その他 20 19 △5.3

計 542 516 △4.7
 

■決済・保証事業

 

 

　決済・保証事業につきまして、家賃決済保証は、単身世帯数の増加や民法改正によるニーズの高まりというマー

ケットの拡大に加え、提携先への営業強化やWeb口座振替等の電子化促進により取扱高が前年同期比で増加してお

ります。また、売掛金決済保証につきましても、大手企業における導入拡大や、給油関連を中心とした好調な業績

推移を背景に、取扱高が前年同期比で増加しております。

　なお、当期より売掛金決済保証の専門部門としてBtoBソリューション部門を新設し、付加価値の高い商品やサー

ビス等、最適なソリューションの提供を行う体制についても整備しております。

 

　これらの結果、決済・保証事業の事業収益は、48億円（前年同期比8.1％増）となりました。

 

■海外事業

 

 

海外事業につきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大も落ち着き、各国景気の回復基調が後押しする等、

進出国３拠点すべてにおいて取扱高は前年を大幅に上回りました。申込件数や取扱高は順調に伸長しており、事業

領域の拡大に向けた取組みも着実に進行しております。

 

これらの結果、海外事業の事業収益は、22億円（前年同期比104.1％増）となりました。
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■カード・融資事業

 

 

カード・融資事業につきまして、カードショッピングの取扱高は、新型コロナウイルス感染症に対する政府によ

る行動制限緩和後の消費回復や生活関連消費等の取り込みにより、前年同期比で増加しております。融資の残高

は、資金需要が新型コロナウイルス感染拡大前の水準には戻らず、前年同期比で減少となりました。

 

これらの結果、カード・融資事業の事業収益は、180億円（前年同期比0.9％減）となりました。

 

■個品割賦事業

 

 

個品割賦事業につきまして、オートローンの取扱高は、新車部門における半導体不足による販売不振が流通市場

にも波及した影響等により、前年同期比で減少となりました。ショッピングクレジットの取扱高は、リフォーム

ローンにおける部材不足による工事の遅れ等により、前年同期比で減少となりました。

 

これらの結果、個品割賦事業の事業収益は、165億円（前年同期比16.5％減少）となりました。

 

■銀行保証事業

 

 

銀行保証事業につきましては、保証残高は前期末から減少しておりますが、顧客ニーズに合わせた住宅関連商品

の提供等により、証貸ローンを中心に新規取扱いは回復傾向にあります。

 

この結果、銀行保証事業の事業収益は、80億円（前年同期比6.4％減）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社オリエントコーポレーション(E04775)

四半期報告書

 5/22



■その他事業

サービサー事業につきましては、日本債権回収株式会社において、初期遅延受託が伸長しましたが、大口回収案

件の減少等により、前年同期比減収となりました。

 

この結果、その他事業における事業収益は、19億円（前年同期比5.3％減）となりました。

 

営業費用につきましては、前年同期比で3億円減少の490億円となりました。

一般経費は前年同期比で1億円増加の348億円となりました。新回収システムの稼働開始等により電算費が増加

したものの、クレジットカードの請求書発送費等が減少したことにより、前年同水準となりました。

また、貸倒関係費は、貸倒引当金繰入額が増加したものの、過払金返還額の減少等により利息返還損失引当金

繰入額が減少し、前年同期比で7億円減少となりました。

 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の経常利益は、前年同期比で21億円減少の53億円となり、親会社株主

に帰属する四半期純利益につきましては前年同期比で44億円減少の28億円となりました。

 

資産の状況につきまして、資産合計は前連結会計年度末の3兆7,520億円から642億円減少し、3兆6,877億円と

なりました。これは主に、現預金が減少したことによるものであります。

 

負債の状況につきまして、負債合計は前連結会計年度末の3兆5,352億円から631億円減少し、3兆4,720億円と

なりました。これは主に、有利子負債が減少したことによるものであります。

 

また、純資産につきましては、前連結会計年度末の2,168億円から11億円減少し、2,157億円となりました。こ

れは主に、配当金の支払いによる利益剰余金の減少によるものであります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　記載すべき事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,825,000,000

計 1,825,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
 （2022年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年８月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,718,747,203 1,718,823,703
東京証券取引所
プライム市場

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は
100株であります。

計 1,718,747,203 1,718,823,703 － －

（注）2022年７月１日から提出日までの間に、新株予約権（ストック・オプション）が行使されその対価として普通株式

を交付したことにより、普通株式の発行済株式総数が76,500株増加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

(千株)

発行済株式総
数残高

(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2022年４月１日～
2022年６月30日

－ 1,718,747 － 150,069 － 904

（注）2022年７月１日から提出日までの間に、新株予約権（ストック・オプション）の行使により、発行済株式総数が76

千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ6百万円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － - －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 57,400 － (注)１

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,718,566,400 17,185,664 (注)１,２,３

単元未満株式 普通株式 123,403 － (注)１,４

発行済株式総数  1,718,747,203 － －

総株主の議決権  － 17,185,664 －

（注）１．株式の内容は「１．株式等の状況」の「(1) 株式の総数等」の「②発行済株式」に記載しております。

２．株式数は、株式会社証券保管振替機構名義の株式500株を含めて記載しております。また、議決権の数は同

機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個を含めて記載しております。

３．株式数は、当社の株式給付信託（BBT）において株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式2,279,700

株が含まれております。また、議決権の数は同行が所有する議決権の数22,797個が含まれております。

４．１単元（100株）未満の株式であります。

５．当第１四半期会計期間に、新株予約権（ストック・オプション）が行使され新株を発行したため、当第１四

半期会計期間末日現在の普通株式は76,500株、議決権の数は765個増加しております。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社オリエントコーポ
レーション

東京都千代田区麹町
５丁目２番地１

7,400 － 7,400 0.00

株式会社ＪＣＭ　　(注)１
東京都千代田区神田
錦町３丁目13番

50,000 － 50,000 0.00

計 － 57,400 － 57,400 0.00

（注）１．当社の持分法適用関連会社であります。

２．当社の株式給付信託（BBT）において株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式2,279,700株（発行済

株式総数に対する所有株式数の割合0.13％）は、上記の自己株式に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動について、該当事項はありませ

ん。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 218,189 150,558

受取手形及び売掛金 216 257

割賦売掛金 ※１ 1,211,492 ※１ 1,218,080

信用保証割賦売掛金 1,281,664 1,274,700

資産流動化受益債権 ※２ 585,380 ※２ 590,940

短期貸付金 190,221 190,120

販売用不動産 2,765 2,449

その他 97,438 99,980

貸倒引当金 △128,517 △126,932

流動資産合計 3,458,851 3,400,156

固定資産   

有形固定資産 88,179 87,753

無形固定資産   

のれん 1,359 1,297

その他 108,976 105,312

無形固定資産合計 110,335 106,609

投資その他の資産 93,890 92,514

固定資産合計 292,404 286,877

繰延資産 792 734

資産合計 3,752,049 3,687,768
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 133,807 121,997

信用保証買掛金 1,281,664 1,274,700

短期借入金 95,652 101,096

１年内償還予定の社債 40,000 40,000

１年内返済予定の長期借入金 433,845 431,715

コマーシャル・ペーパー 277,300 241,500

未払法人税等 2,369 1,324

賞与引当金 3,886 1,960

役員賞与引当金 78 97

ポイント引当金 1,796 1,886

債務保証損失引当金 1,445 1,444

割賦利益繰延 62,561 70,138

その他 199,380 210,729

流動負債合計 2,533,789 2,498,590

固定負債   

社債 205,000 205,000

長期借入金 753,106 725,283

債権流動化借入金 ※３ 15,602 ※３ 15,235

役員退職慰労引当金 25 23

役員株式給付引当金 229 249

ポイント引当金 3,387 3,454

利息返還損失引当金 16,147 15,892

退職給付に係る負債 577 610

その他 7,346 7,717

固定負債合計 1,001,422 973,466

負債合計 3,535,211 3,472,056

純資産の部   

株主資本   

資本金 150,069 150,069

資本剰余金 926 926

利益剰余金 53,267 51,011

自己株式 △353 △353

株主資本合計 203,909 201,652

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,854 2,331

繰延ヘッジ損益 △193 233

為替換算調整勘定 430 712

退職給付に係る調整累計額 8,519 8,265

その他の包括利益累計額合計 10,610 11,542

新株予約権 20 20

非支配株主持分 2,296 2,495

純資産合計 216,837 215,712

負債純資産合計 3,752,049 3,687,768
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

営業収益   

事業収益   

信販業収益 ※ 52,585 ※ 50,130

その他の事業収益 1,620 1,511

事業収益合計 54,205 51,641

金融収益 649 821

その他の営業収益 2,009 1,868

営業収益合計 56,864 54,332

営業費用   

販売費及び一般管理費 46,780 46,128

金融費用 2,317 2,463

その他の営業費用 271 415

営業費用合計 49,369 49,007

営業利益 7,495 5,324

経常利益 7,495 5,324

特別利益   

投資有価証券売却益 62 －

持分変動利益 333 －

特別利益合計 396 －

特別損失   

有形固定資産除却損 2 －

特別損失合計 2 －

税金等調整前四半期純利益 7,889 5,324

法人税、住民税及び事業税 429 850

法人税等調整額 68 1,502

法人税等合計 497 2,353

四半期純利益 7,391 2,971

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 71

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,391 2,899
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 7,391 2,971

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11 477

繰延ヘッジ損益 △38 434

為替換算調整勘定 △25 399

退職給付に係る調整額 △268 △253

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 △321 1,059

四半期包括利益 7,069 4,030

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,054 3,831

非支配株主に係る四半期包括利益 15 199
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

１．事業収益の計上区分の変更

従来、海外の連結子会社の営業収益の一部を「その他の営業収益」として表示しておりましたが、当第１四

半期連結会計期間より「信販業収益」として表示する方法に変更しております。

この変更は、取扱高の増加に伴い金額的重要性が高まったため、親会社との表示方法の統一を図ることを目

的に表示科目を組み替えることで、当社グループの営業活動の成果をより適切に表示させるために行ったも

のであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表を組み替えて表示

しております。

この結果、前第１四半期連結累計期間の「信販業収益」52,339百万円及び「その他の営業収益」2,255百万

円は、「信販業収益」52,585百万円及び「その他の営業収益」2,009百万円として組み替えております。

 

２．信販業収益の注記方法の変更

従来、信販業収益の「個品割賦」と「その他」に含まれていた海外子会社の事業収益、及び「その他の営業

収益」に含まれていた海外子会社の営業収益の一部を、当第１四半期連結会計期間より「海外」として表示

する方法に変更しております。

この変更は、当第１四半期連結会計期間よりセグメント情報の区分を従来の「決済・保証」「カード・融

資」「個品割賦」「銀行保証」の４事業から「海外」を加えた５事業に変更したことによるものでありま

す。

この表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表「注記事項（四半

期連結損益計算書関係）」の信販業収益の内訳を組み替えて表示しております。

この結果、前第１四半期連結累計期間の「個品割賦」20,664百万円及び「その他」434百万円は、「個品割

賦」19,804百万円、「その他」428百万円、及び「海外」1,112百万円として表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．ローンカード及びクレジットカードに付帯するキャッシングサービスにおいて、顧客に付与した限度額のうち、

当第１四半期連結会計期間末における未実行残高（流動化したものを含む）は、次のとおりであります。

なお、当該契約には信用状況の変化、その他相当の事由があるときは、貸出の中止ができる旨定められており、

必ずしもこの未実行残高のすべてが実行されるものではありません。

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

未実行残高 1,611,896百万円 1,594,846百万円

 

※２．割賦売掛金を流動化したことに伴い保有する信託受益権等の債権であります。

 

※３．割賦売掛金を流動化したことに伴い発生する債務であります。

 

　４．偶発債務

保証債務

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

提携金融機関による顧客に対する
融資等への保証

1,158,749百万円 1,155,388百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※信販業収益の内訳

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

決済・保証 4,459百万円 4,818百万円

海外 1,112 2,270

カード・融資 18,176 18,014

個品割賦 19,804 16,544

銀行保証 8,604 8,052

その他 428 429

合計 52,585 50,130

 

（注）各事業の収益には、割賦売掛金の流動化による収益が次のとおり含まれております。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

カード・融資 7,435百万円 7,104百万円

個品割賦 11,921 9,820

その他 21 17

計 19,378 16,942

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

減価償却費 6,199百万円 6,552百万円

のれんの償却額 61 61
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 5,156 3.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

第一回Ｉ種優先株式 576 28.81 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

（注）2021年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、当社の株式給付信託（BBT）が保有する当社株式

に対する配当額7百万円を含んでおります。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 5,156 3.00 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

（注）2022年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、当社の株式給付信託（BBT）が保有する当社株式

に対する配当額6百万円を含んでおります。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 

決済・
保証

海外
カード・
融資

個品割賦 銀行保証 計

営業収益         

顧客との契約か
ら生じる収益

1,079 - 9,190 1,501 0 11,772 720 12,492

その他の収益 3,379 1,112 8,985 18,302 8,604 40,384 1,329 41,713

外部顧客に対す
る営業収益

4,459 1,112 18,176 19,804 8,604 52,156 2,049 54,205

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

0 - 0 - - 0 1,756 1,757

計 4,459 1,112 18,176 19,804 8,604 52,156 3,806 55,963

セグメント利益 2,274 217 15,628 16,209 5,429 39,759 569 40,329

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サービサー等の事業で

あります。

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 39,759

「その他」の区分の利益 569

全社費用等　　　　　　　　　 （注） △31,299

その他 △1,534

四半期連結損益計算書の営業利益 7,495

（注）全社費用等の主なものは、貸倒引当金繰入額及び債務保証損失引当金繰入額を除く販売費及び一般

管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 

決済・
保証

海外
カード・
融資

個品割賦 銀行保証 計

営業収益         

顧客との契約から
生じる収益

1,102 － 9,778 1,374 3 12,258 686 12,944

その他の収益 3,715 2,270 8,236 15,170 8,049 37,442 1,254 38,697

外部顧客に対す
る営業収益

4,818 2,270 18,014 16,544 8,052 49,701 1,940 51,641

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － 0 － － 0 881 881

計 4,818 2,270 18,014 16,544 8,052 49,701 2,822 52,523

セグメント利益 2,733 527 15,413 12,580 4,896 36,151 △130 36,020

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サービサー等の事業で

あります。

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 36,151

「その他」の区分の利益 △130

全社費用等　　　　　　　　　 （注） △29,941

その他 △754

四半期連結損益計算書の営業利益 5,324

（注）全社費用等の主なものは、貸倒引当金繰入額及び債務保証損失引当金繰入額を除く販売費及び一般

管理費であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは2023年３月期を初年度とする中期経営計画において、海外事業は重要市場と位置づけて

おり、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を従来の「決済・保証」「カード・融資」

「個品割賦」「銀行保証」の４事業から「海外」を加えた５事業に変更いたしました。詳細は追加情報

に記載しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分に基づき作成しておりま

す。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため記載しておりません。

 

（有価証券関係）

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

すべてヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益   

①普通株式に係る１株当たり四半期純利益 4円26銭 1円69銭

②第一回Ⅰ種優先株式に係る１株当たり四半期純利益 4円25銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 7,391 2,899

普通株主に帰属しない金額（百万円） 85 －

(うち普通株式以外の株主が連結損益計算書上の
親会社株主に帰属する四半期純利益から当四半
期の配当後の配当に参加できる額)

（85） （－）

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
（百万円）

7,306 2,899

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,716,287 1,716,443

優先株式の期中平均株式数（千株） 20,000 －

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 4円26銭 1円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額
（百万円）

－ －

普通株式増加数（千株） 143 131

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

該当事項はありません。

（注）当社の株式給付信託（BBT）において株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式は、１株当たり四半期純利

益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め

ております。なお、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累計期間において2,424千株、当

第１四半期連結累計期間において2,279千株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】
該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０２２年８月１０日

株式会社オリエントコーポレーション

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 久保　暢子

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長谷川　敬

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オリ

エントコーポレーションの２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（２０２２年４月１日から２０２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（２０２２年４月１日から２０２２

年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オリエントコーポレーション及び連結子会社の２０２２年６

月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績 を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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